















(1) 主論文: Ii iアロウの一般不可能性定理」の分析と批判』
(2l 局IJ論文: i Iiパレート原理をはずした場合のアロウの一般不可能性定理』の表により分析と証明」
『研究季報~ (余良県立商科大学) 7巻1号， 1996年。
(3) 副論文:r r独立性条件をはずした場合のアロウの一般不可能件定理』の表による分析と証明J Ii研
究季報j (奈良県立尚科大学) 7巻2号， 1996年。
主論文をItl心iこして内科を紹介する。これの特徴は次のとおりであるつノーベル経済学賞を受賞した
Arrow. K. .1. Social Choice and IndilJidual Vatues. 1st and 2nd eds. Cowles Foundation. 1951 
































(1) i Ii'パレート原刊をはずした場合のアロウの一般不可能性定理』の表による分析と証明J Ir研究季報』
(奈良県立商科大学)7巻1号， 1996作。
(2) r Ii'独立性条件をはずした場合のアロウの一般不可能性定理』の表による分析と証明J Ii研究季報」
(奈良県立商科大学)7巻2号.1996年。
主論文はArrow，K. J. SociaL Choice and lndi !J iriua~ VaLUI?S. 1st and 2nd eds. Cowles Founda-











[ 1 J推移性公埋を準推務性公理に代えたときの「アロウの一般不可能性定理_;:> 
l2J寡頭制定理。
[3J価値制限件， if.反対の選択制，あるいは部分的な合意性によって定義域を制約した場合のアロウ
の修正定即..0
[4Jパレート原理をはずした場合の「アロウの一般不可能性定理J (副論文(1)を参照)0 
[3J独立性条件をはずした場合の「アロウの一般不可能性定開J (副論文(却を参照)。
[ 6 Jtfi斉権者存在制定期。
[ 7] iギパー卜=サタースウェイト定理」の別証。
(2) iアロウの一般不可能性定理Jの応用である|センのリベラル・パラドックス定理」が性起する確率
を計算し，乙れを「アロウの一般不可能性定理1-，の具体例である投票のパラドックスが生起する佐率と
比較し前者が現実には竜安性が低いことを指摘する2
(3) 従来のサーベイ論文が取り扱わなかった文献，つまり.ゲーム理論，位相空間論を適朗して. iアロ
ウの一般不可能性定用Jを解釈ゐるいは拡張している文献を紹介しているω
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上述のように，提出された諸論文は従来の研究を整理しさらに発展，拡張させていることが理解でき
る。他方，これらの論文には説明の不十分さ，論理の飛躍.イデオロギーの先行.文章の晦渋さ等の欠点
も散見される。しかし著者は研究領域にかんする広範閉な，深い専門知識を有していることが提出され
た論文から読みとることができる。
以上によりマ提出された論文は博.1:(経済学)の学位に値するものと判定する。
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